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相続税法改正について

２０１３年１０月２３日

船戸　明

１．最近の税制改正に通底する思想

　法人税における、雇用促進税制、所得拡大促進税制、復興特別法人税前倒し廃止など。

　所得税における、少額投資非課税制度（NISA）の創設。

　相続税における、相続税率引き上げ。

　贈与税における、贈与税率引き下げ、教育資金一括贈与非課税措置など。

　最近の税制改正を見ていると、大きく２つの傾向があるように思います。

　１つは、法人を優遇し、余ったお金を従業員に配分し、従業員にお金を使ってもらうこと。そして、もう１つが、高齢者世代のお金を若い世代に移転し、若い世代にお金を使ってもらうこと。突き詰めれば、「とにかくお金を使ってくれ」というひと言に集約されると言ってもいいかもしれません。

　その発想自体、間違ってはいないような気がします。お金は溜め込んでいても仕方がない。ぐるぐるっと回していかないといけないとは思う。でも、何だか、ピントがずれている。そんな気がして仕方ありません。

　例えば法人です。少なくとも現段階で、復興特別法人税廃止による資金を賃金に振り向ける企業は５％にとどまっている、という調査結果もあります（１８日、ロイター）。常識的な数字ではないでしょうか。国内賃金が高いから海外進出する。そして、さらに安い賃金を目指して、海外を転々とする。そういった合理的な行動を取る法人が、多少資金が余ったからといって、それを固定費である賃金に振り向けるとは考えにくいと思います。

　あるいは高齢者世代。相当のお金を持っておられるのは事実かもしれませんが、溜め込んでいて使わないのはけしからん、といった論調には疑問を感じます。平川克美さんは、１，５００兆円を使えなんて、いつから日本はそんなことを言う国になったんだ、そんなこと働いてきた世代の勝手じゃないか、と何かの本で語っておられました。本当にその通りだと思います。

　しかも、子や孫にお金を渡す（移す）ことが、果たしていいことなのかどうか。長い目で見て、教育上、どのような影響を及ぼすのか。「お金」の視点でしか論じられていない点（税制ですから当然かもしれませんが）に、強い違和感を覚えます。

　今日のテーマは「相続税法」です。平成２５年度税制改正で、大きな改正が行なわれました。ただ、上に述べた「高齢者世代から若年層への財産移転」という視点で、ほぼすべての改正が説明出来るのではないかと感じています。

２．相続税基礎控除の見直し

（１）概要

「５，０００万円＋１，０００万円×法定相続人の数」

　　　↓

「３，０００万円＋　　６００万円×法定相続人の数」

例）配偶者と子どもが２人のケース

　　　従来８，０００万円までは課税なし→４，８００万円超えると課税あり。

　　子ども２人のケース

　　　従来７，０００万円までは課税なし→４，２００万円超えると課税あり。

（２）趣旨

　昭和６３年以降、地価高騰を背景に、基礎控除の引き上げが続く。その後、地価が下落したにもかかわらず、基礎控除の水準は据え置かれ、課税割合、負担割合ともに低下しており、相続税の有する資産配分機能を低下させる一因となっている。そこで、再分配機能の回復、格差の固定化防止の観点から、基礎控除を引き上げるもの（『平成２５年版　改正税法のすべて』より要約。以下、同じ）

（３）適用時期

　平成２７年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用。

（４）本音の想像

　相続税負担を上げることで、資産を保有している高齢者に、生前の財産移転を促す（後述する贈与税率引き下げとセット）。

３．相続税率の見直し

（１）概要

　１，０００万円以下　　　　　　　　：課税価格×１０％

　１，０００万円超３，０００万円以下：課税価格×１５％－　５０万円

　３，０００万円超５，０００万円以下：課税価格×２０％－２００万円

　５，０００万円超１億円以下　　　　：課税価格×３０％－７００万円

　【ここまで変わらず】

　１億円超３億円以下　　　　　　　　：課税価格×４０％－１，７００万円

　３億円超　　　　　　　　　　　　　：課税価格×５０％－４，７００万円

　　｜

　　｜【変更】

　　↓

　１億円超２億円以下　　　　　　　　：課税価格×４０％－１，７００万円

　２億円超３億円以下　　　　　　　　：課税価格×４５％－２，７００万円

　３億円超６億円以下　　　　　　　　：課税価格×５０％－４，２００万円

　６億円超　　　　　　　　　　　　　：課税価格×５５％－７，２００万円

　課税価格が２億円までの場合、税率は変わりません。２億円を超えた時、税率アップの影響が出てくることになります。

例）課税価格３億円の場合

　　　従来１億３００万円の相続税→１億８００万円の相続税。

　　課税価格８億円の場合

　　　従来３億５，３００万円の相続税→３億６，８００万円の相続税。

（２）趣旨

　昭和６３年以降、地価上昇に対応するため、税率の引き下げ等、大幅な緩和が行なわれてきた。しかし、地価が下落した現在、税率構造緩和が、相続税の有する資産配分機能を低下させる一因となっている。そこで、住民税と合わせて５５％に引き上げられる所得税の最高税率を踏まえて最高税率を引き上げ、高課税価格帯である４０％、５０％部分の税率構造を見直し、再分配機能の回復を図る。

（３）適用時期

　平成２７年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用。

４．贈与税率の見直し

（１）概要

　現行の贈与税率は以下の通り。

　２００万円以下　　　　　　　　　：課税価格×１０％

　２００万円超３００万円以下　　　：課税価格×１５％－１０万円

　３００万円超４００万円以下　　　：課税価格×２０％－２５万円

　４００万円超６００万円以下　　　：課税価格×３０％－６５万円

　６００万円超１，０００万円以下　：課税価格×４０％－１２５万円

　１，０００万円超　　　　　　　　：課税価格×５０％－２２５万円

　※そもそも相続税の補完税で、潜脱防止のために高税率

　上記税率につき、「直系尊属から２０歳以上の者への贈与」については次の通り改正。

　２００万円以下　　　　　　　　　　：課税価格×１０％

　２００万円超４００万円以下　　　　：課税価格×１５％－１０万円

　４００万円超６００万円以下　　　　：課税価格×２０％－３０万円

　６００万円超１，０００万円以下　　：課税価格×３０％－９０万円

　１，０００万円超１，５００万円以下：課税価格×４０％－１９０万円

　１，５００万円超３，０００万円以下：課税価格×４５％－２６５万円

　３，０００万円超４，５００万円以下：課税価格×５０％－４１５万円

　４，５００万円超　　　　　　　　　：課税価格×５５％－６４０万円

　また、上記以外の「一般の贈与」については次の通り。

　２００万円以下　　　　　　　　　　：課税価格×１０％

　２００万円超３００万円以下　　　　：課税価格×１５％－１０万円

　３００万円超４００万円以下　　　　：課税価格×２０％－２５万円

　４００万円超６００万円以下　　　　：課税価格×３０％－６５万円

　６００万円超１，０００万円以下　　：課税価格×４０％－１２５万円

　１，０００万円超１，５００万円以下：課税価格×４５％－１７５万円

　１，５００万円超３，０００万円以下：課税価格×５０％－２５０万円

　３，０００万円超　　　　　　　　　：課税価格×５５％－４００万円

　※子や孫への贈与については特に税率構造を緩めて財産を移転しやすくしています。

例）課税価格１，５００万円の贈与

　　　従来５２５万円の贈与税→（一般）５００万円、（尊属）４１０万円

　　課税価格２，０００万円の贈与

　　　従来７７５万円の贈与税→（一般）７５０万円、（尊属）６３５万円

　　課税価格３，０００万円の贈与

　　　従来１，２７５万円の贈与税→（一般）１，２５０万円、（尊属）１，０８５万円

（２）趣旨

　相続税率の見直しと、高齢者層が保有する資産をより早期に現役世代に移転させる観点。

（３）適用時期

　平成２７年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用。

（４）本音の想像

　趣旨に記載の通り、相続税負担を上げることの裏返しで、贈与税負担を軽減し、若い世代への資産移転を促す。かつ、子や孫への贈与はより優遇。

５．相続時精算課税制度の改正

（１）制度の内容

　平成１５年度税制改正によって導入された贈与税に適用される制度です。

　親が子に、資金２，０００万円を融通（贈与）するケースをイメージしてみてください。単に贈与すると、１１０万円の基礎控除を差し引いた１，８９０万円に贈与税が課されます。その額、何と７２０万円。子の手取りは１，２８０万円になってしまいます。相続税の負担を回避するために生前贈与する、という行為を防止するため、贈与税率は高く設定されているのです。この課税方式を「暦年課税」といいます。暦年単位の贈与について、１年分まとめて贈与税を課す方法です。

　一方、平成１４年当時の問題意識は、政府税制調査会の基本方針に表れています。

「高齢化の進展に伴って相続による次世代への資産移転の時期がより後半にシフトしていることから、資産移転の時期の選択に対する中立性を確保することが重要となってきている。高齢者の保有する資産が現在より早い時期に次世代に移転するようになれば、その有効活用を通じて経済社会の活性化に資するといった点も期待されよう」（第一法規コンメンタールＰ．１７８１の３）。

　そこで、「６５歳以上の親」から「２０歳以上の子（厳密には推定相続人である直系卑属）」への贈与については、２，５００万円を控除した上で、それを超える金額について、一律２０％の贈与税を課す、という「相続時精算課税」が導入されました。先の２，０００万円の例で言えば、特別控除額の枠内ですので、贈与時の贈与税課税はありません。ただし、あくまで「相続時」に「精算」して「課税」する制度ですから、贈与の時点で贈与税は非課税となりますが、後に親が死亡した際、贈与された財産（２，０００万円）は相続税の計算に取り込まれて、精算されることとなります。つまり、時間の金利差はありますが、税負担という意味では基本的に差はありません。

　まとめると、同じ財産を贈与した場合、贈与税について暦年課税と相続時精算課税の２通りの課税方式から選択することが可能です。比較してみましょう。

　　暦　年　課　税：×贈与税負担大、○贈与後の財産管理不要（贈与税で完結）

　　相続時精算課税：○贈与税負担少、×贈与後の財産管理必要（相続発生まで）

（２）改正の概要

　受贈者の範囲について、現行の推定相続人のみから、２０歳以上である孫が追加されます。また、贈与者の年齢要件が現行の６５歳以上から６０歳以上に引き下げられます。

（３）趣旨

　被相続人の高齢化により、若年世代への資産移転が進みにくい。そこで、高齢者層が保有する資産をより早期に現役世代に移転させ、消費拡大や経済活性化を図る。

（４）適用時期

　平成２７年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用。

６．控除の引き上げ

（１）概要

　未成年者控除：２０歳までの１年につき６万円→２０歳までの１年につき１０万円

　障害者控除　：８５歳までの１年につき６万円→８５歳までの１年につき１０万円

　　　　　　　　　　　（特別障害者は１２万円→　　　　　特別障害者は２０万円）

（２）趣旨

　２０年以上据え置かれてきた控除額について、物価上昇率、相続税見直しによる負担増を勘案。

（３）適用時期

　平成２７年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用。

７．納税義務の見直し
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（１）概要

（２）趣旨

　平成１２年改正（武富士事件等）で、一定の租税回避防止。ただ、海外で生まれた孫等で、日本国籍を取得しなかった者に、国外財産を贈与するなどの行為も目立ってきたため。

（３）適用時期

　平成２５年４月１日以後に相続若しくは遺贈又は贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用。

８．小規模宅地特例の拡充

（１）制度の内容

　相続又は遺贈により財産を取得した場合において、その財産のうちに、その相続の開始の直前において、被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族（以下「被相続人等」といいます。）の事業の用又は居住の用に供されていた宅地等で建物又は構築物の敷地の用に供されているもののうち、棚卸資産に該当しない宅地等があるときは、その相続又は遺贈により取得したすべての宅地等でこの特例の規定の適用を受けるものとして選択した宅地等のうち限度面積要件を満たす選択特例対象宅地等について相続税の課税価格に算入すべき価額は、通常の方法によって評価した価額に、次に掲げる小規模宅地等の区分に応じ、それぞれ次に掲げる割合を乗じて計算した金額とする。
（国税庁ホームページより）
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（注）
1　「貸付事業」とは、「不動産貸付業」、「駐車場業」、「自転車駐車場業」及び事業と称するに至らない不動産の貸付けその他これに類する行為で相当の対価を得て継続的に行う「準事業」をいいます（以下同じです。）。 

2　「限度面積」については、「特定事業用宅地等」、「特定同族会社事業用宅地等」、「特定居住用宅地等」及び「貸付事業用宅地等」のうちいずれか2以上についてこの特例の適用を受けようとする場合は、次の算式を満たす面積がそれぞれの宅地等の限度面積になります。 
　　A＋(B×5/3)＋(C×2)≦400[image: image12.png]


　<２>
　A：「特定事業用宅地等」、「特定同族会社事業用宅地等」の面積の合計([image: image13.png]
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)
　B：「特定居住用宅地等」の面積の合計([image: image15.png]


)
　C：「貸付事業用宅地等」の面積の合計([image: image16.png]


＋[image: image17.png]


＋[image: image18.png]


)

（２）改正の概要

<１>特定居住用宅地等に係る限度面積の拡充

　２４０㎡から３３０㎡に拡充。

→しきりに要件が緩和されたと言われています。でも、大都市圏で３３０㎡の宅地を持っているというのは、どんな人たちなのでしょうか。「大都市圏においてこの特例を適用している事案の平均的な宅地面積である３６０㎡」「全国の居住用の土地面積の平均である３００㎡」などを勘案とあります（『改正税法のすべて』）が、そもそも「都市部」の「平均層」にも相続税が「あらたに課税」されようとしている中、「相続税を申告している（富裕）層の平均」を勘案する意味はありません。もちろん、全国平均にも意味はないでしょう。

<２>限度面積要件の緩和

　特定事業用と特定居住用の完全併用が認められ、その場合の限度面積は７３０㎡に。貸付事業用がある場合は調整が必要。

→Ａ×２００／４００＋Ｂ×２００／３３０＋Ｃ≦２００㎡

<３>二世帯住宅の取り扱いの見直し

　内部で行き来できない一棟の建物でも適用可。ただし、分譲マンションの１０１と７０７等は不可。また、建物で区分所有登記されている場合は、被相続人の居住部分のみのため要注意。

<４>老人ホームに入居している場合の取扱いの見直し

　従来の特例が適用できる要件は、以下の４つ。

イ　被相続人の身体又は精神上の理由により介護を受ける必要があるための入居

ロ　被相続人がいつでも生活できるよう、建物の維持管理が行なわれていた

ハ　入居後、その建物に他の者が居住していない

ニ　老人ホームは、被相続人又はその親族によって所有権が取得され、または終身利用権が取得されたものでないこと

→ロ、ニの要件を廃し、（入居のため）居住の用に供されなくなる直前に被相続人の居住の用に供されていた宅地に適用。

（３）趣旨

①基礎控除の引き下げ、最高税率の引き上げにより、地価の高い都市部に土地を持つ人の負担増が予想される。土地については、生活・事業の基盤であること、切り分けて売却することが困難なこと、土地の細分化を防止すること、などの観点から、一定の配慮を行なうもの。

②二世帯住宅については、構造上の違いにより課税関係が異なるのは不合理との指摘から、内部で行き来できるか否かにかかわらず適用。

③被相続人が有料老人ホームに入居していた場合、終身利用権を取得した場合など、入居前に居住していた家屋の敷地について、適用できない場合があった。

（４）適用時期

　<１><２>は、平成２７年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用。<３><４>は、平成２６年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用。

９．事業承継税制の改正

（１）改正の内容（箇条書き、抜粋）

<１>要件の緩和

　　・後継者の親族間承継要件の廃止

　　・先代経営者の役員退任要件の緩和（代表権、給与）

　　・雇用確保要件の緩和

<２>負担の軽減

　　・利子税の負担軽減

<３>手続の簡素化

　　・株券不発行会社への適用拡大

　　・事前確認制度の廃止

（２）適用時期

　平成２７年１月１日以後に相続若しくは遺贈又は贈与により取得する非上場株式等に係る相続税又は贈与税について適用。

１０．教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置創設

（１）概要

・平成２５年４月１日から平成２７年１２月３１日までの間に、

・３０歳未満の子や孫が、その直系尊属から、

・教育資金管理契約に基づき、信託受益権を取得（★）／書面による贈与（★）で取得した金銭を教育資金管理契約に基づき銀行に預け入れ／教育資金管理契約に基づき書面による贈与（★）で取得した金銭で証券会社において有価証券を購入した場合、

・子や孫１人について１，５００万円まで贈与税を非課税とし（本来★で課税）、

・学校以外の習い事などについても５００万円（内数）まで非課税とする制度、です。

※１，５００万円：幼稚園から大学まで私立学校在学の場合の平均額

※５００万円：上記私立学校に通う子どもの塾や習い事の平均額

　 ＜一括贈与＞　→　　　＜使用＞　　　→　　＜終了＞

　　┌───┐

　　│　１　│　　┌───┐

　　│　５　│　　│　　　│　┌───┐

　　│　０　│　　│　　　│　│　　　│

　　│　０　│　　│　　　│　│　　　│　　┌───┐

　　│　万　│　　│　　　│　│　　　│　　│　　　│

　　└───┘　　└───┘　└───┘　　└───┘

（２）趣旨

　贈与を促すだけでは、預金口座の名義が祖父母から親・孫に付け替わるだけに終わってしまう可能性がある。経済活性化を促すには、さらにその先、贈与資金が有効に使われることまでを視野に入れた税制措置を設けることが有効。

　現行でも、教育資金をその都度贈与するのは非課税。毎年の手間、必要なタイミングに贈与してもらえるかどうかの不確実性を考慮し、一括贈与の非課税は、資産移転の後押しになる。また、子どものために教育資金を積み立てている場合、一括贈与により積み立ての必要性が低くなり、他の支出に回すことで消費を活性化させる。

（３）手続【一括贈与】

　受贈者は、本特例の適用を受けようとする旨等を記載した教育資金非課税申告書を金融機関を経由し、受贈者の納税地の所轄税務署長に提出。

（４）教育資金の範囲【使用】

　資金の使途は、教育に関する一定の範囲に限定されている。

<１>学校等に直接支払われる金銭

　　・入学金、授業料、入園料、保育料

　　・入学、入園のための試験費用

　　・在学証明等の手数料

　　・学用品購入費、修学旅行費、学校給食費等

<２>学校等以外に直接支払われる金銭

　　・学習塾、そろばんなど、教育役務提供対価

　　・スポーツ、文化芸術、その他教養の向上のための活動対価

　　・上記に使用する物品で、役務提供者又は指導者に直接支払うもの

（５）領収証等の提出【使用】

　受贈者は、払い出した金銭を教育資金の支払いに充当したことを証する書類を金融機関に提出。

　金融機関は、提出された書類により払い出された金銭が教育資金に充当されたことを確認し、その確認した金額を記録するとともに、当該書類及び記録を受贈者が３０歳に達した日の翌年３月１５日後６年を経過する日まで保存（最大３６年！　スキャナでもＯＫ）。

（６）終了事由【終了】

<１>受贈者が３０歳に達したこと（誕生日の前日）

<２>受贈者が死亡したこと

<３>信託財産が０となった場合、預貯金の額が０となった場合、有価証券の価額が０となった場合で、受贈者と金融機関の間で、教育資金管理契約終了の合意があったこと。

（７）終了時の残額に対する贈与税の課税関係【終了】
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